
●受講料●１名〈税込み、昼食、資料代含む〉 
 
正会員 42,120 円 本体価格 39,000 円 

一 般 45,360 円 本体価格 42,000 円 
 
●正会員の登録の有無など、よくあるご質問（FAQ）は、 

当会ホームページでご確認いただけます。 

（〔ＴＯＰ〕→〔公開セミナー〕→〔よくあるご質問〕） 

●お申込み後（開催日１週間～１０日前までに）受講票・

請求書をお送り致します。 

●お申込後のキャンセルは原則お受け致しかねますので、 

ご都合が悪くなった際は、代理出席をお願い致します。 

●最少催行人数に満たない場合ほか、諸般の事情により

開催を中止させていただく場合もございます。 

●本申込書をＦＡＸでお送りいただく際は、ご使用のＦ

ＡＸ機の使用方法（０発信の有無など）をご確認の上、

番号をお間違えないようご注意ください。 

一般社団法人企業研究会 担当：福田   
〒102-0083 千代田区麹町 5-7-2 麹町 MFPR 麹町ビル 2F 

TEL 070-2804-8050（福田）・03-5215-3511（代表） 

E-mail fukuda@bri.or.jp／FAX 03-5215-0951 
 

 

ロイヤルティ契約の法律と 31年度税制改正の影響 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 
◆ロイヤルティ契約の法律と実務上の留意点 

10：30～13：00 

 

１．ロイヤルティ契約の意義 

２．ライセンスの付与 

３．ロイヤルティの決め方と支払方法 

４．ロイヤルティ監査 
～ロイヤルティ確保の手段としての規定の 

仕方とその活用～ 

５．ロイヤルティ契約の主要条項と注意点 

６．その他の法律上の注意点 

７．契約交渉上のポイント 
＜質疑応答＞  

 講師；淵邊 善彦氏 

 
◆評価困難なロイヤルティへの価格調整措置 

14：00～16：30 

 

1.平成 31年度税制改正による所得相応性基準の導入 

(1) 移転価格税制の対象となる無形資産の明確化 

(2) 独立企業間価格の算定方法の整備(DCF法) 

(3) 評価困難な無形資産に係る取引に係る価格調整

措置の導入 

2.BEPS への対抗措置としての無形資産課税 

(1) 移転価格税制と価値創造の一致 

(2) バリューチェーン分析 

(3) 残余利益分割法の適用 
＜質疑応答＞   

講師；角田 伸広氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●日  時 : 2019年 8月 19 日（月）10：30～16：30 ※13:00～14:00 昼食・休憩 

●会  場 : 東京・麹町 「企業研究会セミナールーム」 
●講 師 : 淵邊 善彦氏  ベンチャーラボ法律事務所  弁護士 

1987年東京大学法学部卒業。1989年弁護士登録、西村眞田法律事務所（現西村あさひ法律事務所）勤務。1995年ロンドン大

学（ UCL)LL.M.卒業。ロンドン及びシンガポールのノートン・ローズ法律事務所勤務。2000年 TMI総合法律事務所参画。東

京大学法科大学院教授（2018年まで）、中央大学ビジネススクール客員教授。2019年ベンチャーラボ法律事務所開設。主な取

扱分野は、企業合併・買収（M&A）、知的財産権、国際企業取引、企業法務全般。主要著書に『AI・IoT時代の企業法務』（共

著 商事法務）『ビジネス常識としての法律（第 2版）』（共著 日経文庫） 『ビジネス法律力トレーニング』（日経文庫） 『シ

チュエーション別提携契約の実務（第 2版）』（共著 商事法務） 『ロイヤルティの実務詳解』（中央経済社） 『契約書の見方・

つくり方（第 2版）』（日経文庫） 『ネットワークアライアンス戦略』（共著、日経 BP社） 『クロスボーダーM&Aの実際と対

処法』（ダイヤモンド社） 『企業買収の裏側―M&A入門』（新潮新書） 他多数。 

 

●講  師 : 角田 伸広氏 KPMG税理士法人 パートナー 博士(法学) 博士(経営法) 税理士 

2013年からKPMG税理⼠法⼈に参画。 それまでは、国税庁において国際業務課⻑、相互協議室長及び国際企画官、東京国税局

及び大阪国税局において課税第⼀部⻑、調査第⼀部⻑及び国際情報課⻑（移転価格担当）並びにIMF財政局コンサルタント等

を歴任。 OECD租税委員会各部会で、我が国税務当局代表として、無形資産取引に係るOECD移転価格ガイドライン改訂のため

のディスカッションドラフト策定及びBEPS（税源浸⾷と利益移転）への対抗策としての⾏動計画策定に参画。最近の著書に、

「租税条約の実務詳解」「タックスヘイブン対策税制の実務詳解」「移転価格税制の実務詳解」（共著、中央経済社）「BEPS

移転価格文書の最終チェックＱ＆Ａ」「BEPSで変わる移転価格文書の作成実務」(中央経済社)等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、自動車、IT、医薬品、商社、銀行など多様な業種に関して、移転価格更正リスク評価、移転価格ポリシー構築のサポート、

移転価格証拠資料作成、事前確認申請（APA）、移転価格調査対応、相互協議のサポートなどのプロジェクトリーダーとして

従事。対象地域も日本を中心として米国、中国、欧州、オーストラリア、東南アジアと多岐にわたる。国際税務専門誌 

International Tax Reviewの「World’s Leading Tax Advisers」、ユーロマネー誌の「Guide to the World’s Leading Transfer 

Pricing Advisers」並びに「Women in Business Law」の第1版から第4版まで選出されている。主要著書に『移転価格税制と

税務マネジメント』（共著 清文社） 『日中移転価格税制ガイドブック』（共著 中央経済社）他   国際租税研究協会、国際

税務研究会等での講演実績多数。『国際税務』『税務弘報』誌 他での論文多数。                                                                                                                                                                                   

http://www.bri.or.jp 

 
申込方法 ホームページからのお申込みが便利です。https://www.bri.or.jp 

 

 

1 9 1 4 9 3 - 0 1 0 6 （※ ）   2 0 1 9 . 0 8 . 1 9  

申込書 ロイヤルティ契約の法律と 31 年度税制改正の影響 

会社名 
フリガナ 

住 所 
〒 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

ご氏名 

フリガナ 
所 属 

役 職 

 

Ｅメール  
＜個人情報の利用目的＞お客様の個人情報は、セミナー申込受付後のご連絡やご請求等を行うため、また、 

ダイレクトメール（ＤＭ）の発送等、当会主催の各種事業をご案内するために利用させて頂きます。 

＊ＤＭの停止・登録情報変更は、専用ダイヤル【０３－５２１５－３５１２】までご連絡ください。 


